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農⼭漁村地域における情報通信技術の活⽤状況

今日では 情報通信技術は生活（社会）に溶け込んでおり 意識なくして当たり前に情報通信今日では、情報通信技術は生活（社会）に溶け込んでおり、意識なくして当たり前に情報通信
技術を活用している状況

○携帯電話 ９６．３％○携帯電話 ９６．３％
○パソコン ８７．２％
○カーナビゲーション ５１．４％

※総務省「平成２１年通信利用動向調査」

農林水産分野においても、これまでは一部の先進的な生産者等が、大規模システム等を導
入し業務の効率化等を図ってきたが 昨今では より使いやすさを目的として システムを組入し業務の効率化等を図ってきたが、昨今では、より使いやすさを目的として、システムを組
み合わせる等軽微なシステムで導入効果が出る仕組みが工夫され、構築されている

（例）
○ＰＯＳシステム ＋ 携帯電話○ＰＯＳシステム ＋ 携帯電話
○赤外線糖度選別機 ＋ ＰＤＡ端末
○監視カメラ ＋ 携帯電話

また、今後期待される情報通信技術として、自らのコンピューターでデータを加工・保存するこ
となく、「どこからでも、必要な時に、必要な機能だけ」利用することができる仕組み（クラウドコ

ピ グ がンピューティング）等の導入が期待されているところ
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農林⽔産分野における情報通信技術の位置づけ

これまでの事例では、事例 、
システムを導入したものの・・・・・・・

・ 一部の者だけしか使えない
・ システム更新時期にもかかわらず更新できないシステム更新時期にもかかわらず更新できない
・ 省力化するつもりがかえって手間が増えた

等のＩＴ導入における問題が見られる

情報通信技術は、手段であるため、目的に応じたＩＴの導入が重要

目的 手段

農産物直売所における商品の
品切れを、ほ場にいる生産者に

直売所商品管理システム
（ＰＯＳ＋携帯電話）を導入

目的

商品の売上情報を生産者

手段

タイムリーに伝えたい
（ＰＯＳ＋携帯電話）を導入商品の売上情報を生産者

の携帯電話に転送しては
どうだろう・・・

直売所商品管理システムを
単純に導入しても 目的は

直売所商品管理システム

（ＰＯＳ＋携帯電話）を導入し
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単純に導入しても、目的は
達成できない！！

（ ＋携帯電話）を導入し
たい



⼯夫が必要な（望まれる）ＩＴ活⽤（１） 〜ＰＯＳ導⼊事例を踏まえて〜
農業・農村の6次産業化の推進には、情報技術（ＩＴ）をツールとして総合的に活用することが必要不可欠であるが、ＩＴをツールとして効

果的に活用するためには、ＩＴ導入にあたっての課題や利用目的を明確にし、それに見合ったＩＴを導入する必要がある。
例えば 近年 道の駅などの農産物直売所において例えば、近年、道の駅などの農産物直売所において、

・清算業務の効率化
・売上情報を生産者に提供することによる品切れ防止

等を解決するためPOS（Point of sale system）等を導入している事例が見受けられる。
これらの直売所等に導入されたPOS等ＩＴ機器は、バーコード端末、POSレジ等で構成されているが、利用者である生産者、直売所管理者等の

利便性等を踏まえ 様 な 夫がされ る

農産物直売所売上情報（速報）

消 費販 売販 売⽣産・出荷
利便性等を踏まえ、様々な工夫がされている。

生産者生産者
バーコード端末

・プリンター POSレジ情報サーバ

バーコード情報＋

出荷情報 売上情報

⽣産者情報等
（⽣産者⽒名、
価格、品名等）

売上情報（管理・分析）
バーコード情報

ⅠⅠ
ⅡⅡ ⅢⅢ

商品出荷
商品バーコード
添付

商品購入

バ コ ド情報＋
消費者購⼊情報

消費者消費者

価格、品名等）
を⼊⼒ 商品情報直売所管理者直売所管理者

商品の流れ：

情報の流れ：

ⅣⅣ
ⅤⅤ

・タッチパネルにより端末入力や入力帳票（OCR）による
入力ができるよう工夫

・直売所の職員が情報を入力し、生産者の作業を軽減

・ＡＳＰ（Application Service Provider）方式の
導入により運営経費を削減

・リース機器導入により、コスト削減を図る

・ポイントカードを導入し、直売所リピータの増大
・を図る
・販売状況にあったレジ台数の適正化を図る

バーコード端末・プリンターでの工夫 情報サーバでの工夫 POSレジでの工夫ⅠⅠ ⅡⅡ ⅢⅢ

直売所 職員 情報 入力 、 産者 作業 軽減
・する
・生産者のＦＡＸによる出荷予約により、農産物バーコ
・ードを生産者宅のＦＡＸに自動発給
・ （出荷前にバーコード添付可能）
・生産履歴情報と照合し、履歴未提出者のバーコード
ラベ 発行を抑制

・バーコード情報の他、生産者電話番号やＨＰで
・商品の生産履歴がみられるＩＤコード等の情報
・を追加し、商品の付加価値を高める

、 数

・消費者がＨＰで売場のライブ情報をみられるよう
工夫し、集客効果を高める

商品バーコード添付での工夫 商品購入での工夫ⅣⅣ ⅤⅤ

・ラベルの発行を抑制
、 値

※それぞれの詳細は、「農山漁村におけるIT活用事例集」農業分類の「販売」をご参照ください
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/nougyo_it/n_hinmoku.html

農山漁村地域での総合的なＩＴの活用推進にあたっては、地域の主体的な取組が望まれる農山漁村地域での総合的なＩＴの活用推進にあたっては、地域の主体的な取組が望まれる 3



⼯夫が必要な（望まれる）ＩＴ活⽤（２） 〜畜産(⽜)管理システム導⼊事例を踏まえて〜

発情情報 出荷(さく乳・と畜)成育情報ⅠⅠ ⅤⅤⅣⅣ出産情報ⅡⅡ ほ乳情報ⅢⅢ

畜産分野でも、それぞれの経営の特性と目的に応じて、それに見合ったITの導入が工夫されている

牛が発情時期に行動量が増加す
ることに着目し、牛の足に情報通
信の可能な歩数計を装着し、その
データを管理・分析

・個体ごとの乳量・成分を把握
し、出荷乳の成分を調整。
・成育履歴、と畜履歴は消費
者に提供

ＩＣタグ等により個体を管理
（病歴、出生日、体重の変動
等）し、成育・乳成分に見
合った餌を自動給餌

発情情報 出荷(さく乳 と畜)成育情報ⅠⅠ ⅤⅤⅣⅣ

妊娠した牛の状況をライブカメラ
等で把握し、その情報を自宅のパ
ソコン等に転送。出産時における
牛の旋回行動をカメラ等の情報
により確認し その情報を生産者

出産情報ⅡⅡ

子牛にＩＣタグ等を取付け、個体
情報を蓄積。その情報は自動
ほ乳機に入力され、個体ごとの
授乳量等を管理

ほ乳情報ⅢⅢ

デ タを管理 分析
これにより、受胎率が向上

により確認し、その情報を生産者
等関係者の携帯電話に転送

発情情報ⅠⅠ 出産情報ⅡⅡ ほ乳情報ⅢⅢ監視システム

※それぞれの詳細は、「農山漁村におけるIT活用事例集」生産分類の「畜産」をご参照ください
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/nougyo_it/n_hinmoku.html

発情情報ⅠⅠ

歩数計

出産情報ⅡⅡ

人工受精 出産

ほ乳情報ⅢⅢ

自宅や出先でも確
認できるよ

ライブカメラ
首輪型ICタグ

ICタグ

監視システム

旋回行動により
出産時期を予測

ライブカメラ情報
（旋回行動等を把握）

自動ほ乳機
（個体情報センサー）歩数ピークに授

精しよう

発情予想図

個体ごとに、どのくらい
授乳してるか分かり
管理がラク

授乳量・体重

自動ほ乳
システム

データサーバ 成育情報ⅣⅣ出荷・と畜情報ⅤⅤ

成育・飼育

自動給餌機
成育・乳成分により餌を調整

出荷

個体ごとに、餌の調整が
行えて管理がラク

ICタグ

首輪 タグ

乳量成分

花子

けいこ

個体ごとに
成分がわかるよ

MILK

出荷

成育・給餌情報

成育 乳成分により餌を調整

乳成分情報を蓄積

製品の品質の
安定が図られる

出荷
乳

出荷

牛群の乳成分を調整

首輪型ICタグICタグ

首輪型ICタグ

出荷情報

自動さく乳機

乳量成分センサー

成育情報

情 報 の 活 用 ：

個体情報の流れ：

出荷情報
と畜業者等

成育履歴情報

出荷
肉牛

病歴 体重

出荷情報
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ＩＴの活用により、農林水産業の振興が進み、農林水産業の６次産業化が促進されるなど、地域全体が活性化する可能性
が高まる

農林⽔産業の成⻑に必要なＩＴのつながり

が高まる。
生産者をはじめ、流通・販売業者、ＩＴ関連業者は、ＩＴを軸として農林水産業の成長を支える力となる。
これら３者をマッチングさせる機会の創出が必要ではないか

生産者の声生産者の声 流通・販売業者の声

作業を効率化したい
品質を向上して安定供給したい
ほ場にいる時でも必要なときに情報

消費者に生産現場での取組みを伝えたい
ほ場にいる時でも必要なときに情報
（市場価格、害虫駆除法等）がすぐ欲しい
初期投資や維持管理に係るコストを抑えたい

消費者に生産現場での取組みを伝えたい
直販所の集客を増やしたい
消費者がほしい時にほしいものを提供したい

ＩＴについて知りたいと思っている ＩＴをもっと活用したいと思っている

こうした声をつなぐマッチングの場が必要こうした声をつなぐマッチングの場が必要

農業との結びつきを望んでいる

こうした声をつなぐマッチングの場が必要こうした声をつなぐマッチングの場が必要

・農林水産業の経営に役立つＩＴは基礎研究から応用研究へとシフトが進み、ほとんどの現場の声に応えることができ
ると考えている。

・自動車はＩＴが結集された商品だが、誰もＩＴとは意識せずに日常生活で使われている。携帯電話もＩＴと意識せず誰も
が所有し る 農業分野にも 活用は広まり ある

ＩＴ関連業者の声

が所有している。農業分野にもＩＴ活用は広まりつつある。
・農林水産業は成長産業として考えられる。もっとつながりを持って支援していきたい有望分野である
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２ 新たな情報通信技術戦略２ 新たな情報通信技術戦略２．新たな情報通信技術戦略２．新たな情報通信技術戦略



～国民主権の社会を確立するための新たな情報通信技術戦略～～国民主権の社会を確立するための新たな情報通信技術戦略～

○ 政府・提供者が主導する社会から国民が主導する社会への転換には、徹底的な情報公開による透
明性の向上が必要であり、情報通信技術が果たす役割は大

◆◆基本認識基本認識

○ 国民が主導する社会では、市民レベルでの知識・情報の共有が行われ、新たな「知識情報社会」へ
の転換が実現し、国民の暮らしの質を飛躍的に向上

○ 今回 戦略は 過去 戦略 延長線上にはなく 新たな国民主権 社会を確立するため 非連続○ 今回の戦略は、過去の戦略の延長線上にはなく、新たな国民主権の社会を確立するための、非連続
な飛躍を支える重点戦略（３本柱）に絞り込んだ、我が国の持続的成長を支えるもの

○ 戦略の実施に当たっては、これまで効果を上げていない原因を徹底的に追究し、関係府省間、自治
体等との連携等を進め、国を挙げて強力に推進

◆◆重点戦略（３本柱）重点戦略（３本柱）

① 「国民主権」の観点から、政府内で情報通信技術革命を徹底し、国民本位の電子行政を実現

② 情報通信技術の徹底的な利活用により地域の絆を再生

◆◆重点戦略（３本柱）重点戦略（３本柱）

③ 新市場の創出と国際展開
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新たな情報通信技術戦略（抜粋）
5月11日 ＩＴ戦略本部決定

２ 地域の絆の再生
（４） 地域主権と地域の安心安全の確立に向けた取組

ⅰ）地域の活性化ⅰ）地域の活性化
2010 年夏頃までにホワイトスペースの活用など新たな電波の有効利用の実現方策を取りまとめ、地域ニー

ズに合わせた施策を展開する。また、クリエイティブ産業等を育成するためのふるさとコンテンツの製作・配信
基盤の整備、観光分野に適した音声翻訳システムの普及等に加え、地域の中小企業の戦略的な情報通信基盤の整備、観光分野に適した音声翻訳システムの普及等に加え、地域の中小企業の戦略的な情報通信
技術投資の促進、地域・中小企業と情報通信技術関連企業等との連携強化を図る。

また、①情報通信技術を用いた農林水産物の国内外の販路拡大や農林水産業・農山漁村の６次産業化
（生産・加工・流通の一体化等）を推進するとともに、②農地情報（地図情報）や③新規参入者等が篤農家の
ノウハウを活用するためのシステムの開発 整備等を推進する 【総務省 経済産業省 農林水産省等】ノウハウを活用するためのシステムの開発・整備等を推進する。【総務省、経済産業省、農林水産省等】

ⅱ）災害・犯罪・事故対策の推進
内閣府を中心に関係府省が連携して、関係府省の保有するデータや地方自治体からのデータ等の標準

化を早期に実現するとともに、全国の地方公共団体等の防災関係機関の防災・災害情報を政府の対策本部
等ともシームレスに共有するための仕組みとネットワークの整備を推進し、情報セキュリティに十分配慮しつ
つ 防災情報についても原則として２次利用可能な形でインターネット上で容易に入手し活用できるようにすつ、防災情報についても原則として２次利用可能な形でインタ ネット上で容易に入手し活用できるようにす
る。さらに、地域住民の避難の高度化及び災害時における双方向の情報発信を推進する。［以下略］
【内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、国土交通省、※農林水産省、経済産業省等】

※ 農林水産省は、関係府省が取組む防災・災害情報のネットワーク化推進等に協力
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地域の活性化 工程表

2010年度 2014年度2011年度 2012年度 2013年度 2020年度

地域の活性化 工程表

２０１０年内

6月22日 ＩＴ戦略本部決定

ホワイトスペースの活用 ホワイトスペースの活
用など電波の有効利
用ための方策を策定。

実証実験の研究開発の結果を踏まえ、ホワイトスペース活用の全国展開総務省

「光の道」構想の推進 総務省 ２０１５年頃に「光の道」１００％の実現

２０１０年内
に具体策を

確定

所要の
法案等を提出

実証実験の結果を踏まえ、地域関係者の
連携による海外へのコンテンツ発信

実証実験

海外展開に関する
ガイドラインの策定

地域の関係者からなる協力体制を構築

独自に海外展開先を
確保する手法の検討

海外放送局等との
共同製作の支援

クリエイティブ産業等育成

コンテンツの海外展開

総務省総務省

地域コンテンツ発信の促進

IPTV等によるふるさとコンテンツの製作・配信に
関する実証実験

音声・言語コミュニケーション技術の研究開発 音声翻訳サービスの実用化観光に適した音声翻訳システム普及

ふるさとコンテンツの製作・配信基盤の整備

コンテンツ配信地域制御、配信コスト削減等の
実証実験

ＩＴユーザと地域ＩＴベンダとのマッチング支援

地域ＩＴベンダ間のネットワーク構築

地域ＩＴベンダの供給力強化支援

2020年度までにＩＴによる経営を最適
化する中小ユーザの割合を2010年
度の19.7％から倍増

地域中小ＩＴユーザ向けサービスの質による、地域ＩＴベンダの競争環境整備地域中小企業の戦略的ＩＴ投資促進

経済産業省経済産業省

農山漁村地域の活性化

農林水産業・農山漁村地域の６次産業
化の推進 農林水産省

６次産業化法制定・施行

６次産業化の支援予算及び関連施策の実施
６次産業化の推進等農山漁村地域の
活性化に向けた情報通信技術活用の
推進

支援：地域が自主的にＩＴの効果的
活用を検討する地域説明会の開催

①

農地情報（地図情報）利活用の推
進

推進

関係府省連携
体制の構築

農山漁村ＩＴ活用関係府省連絡会（仮称）の具体的な連携内容について協議・調整
（先進的な取組を行う地域等を農山漁村ＩＴ活用関係府省連絡会がモデル地区として選定）

支援：地域プランの策定推進、プラン策定地域に対し、順次取組支援

地図情報の整備
農地情報の利活用の促進 ※ 篤農家の暗黙知であるノウハウを、

農林水産省 総務省

プラン実現

経済産業省

② 進

ＡＩシステムの新規参入者等への利
用拡大等の推進 プロトタイププラットフォームの実証・構築・

データフォーマット等の標準化

成功事例の供出

AIシステムのデータベースサーバーの
試用・構築

有識者による知的財産
の管理手法検討会

AI（アグリインフォマティクス）システム
（※）に関連した新たなIT関連産業の創
出、農業分野におけるブランドの確立

農業のさまざまな場面における匠の技術に係る暗黙知の抽出と可視化

農地情報の利活用の促進 ※ 篤農家の暗黙知であるノウハウを、
農業者等が利用可能な形に置き換え、
意志決定を支援するシステム

アグリプラットフォームコンソーシアムを中心とした実用化の推進

農林水産省

農林水産省

②

③
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地域プラン策定の推進 ～情報通信技術を活用した6次産業化等地域活性化～

○ ○ 市 6 次 産 業 化 等 地 域 活 性 化 ビ ジ ョ ン

農林水産業・農
山漁村地域での
ＩＴ総合活用

プラン実現に向け地
域が連携

実現に向けた
取組

関係府省による
ＩＴ関連施策支援

ビジョンを具体化す
るためのＩＴ総合活用
プランを策定

プランの策定 域が連携

ビジョンの具体化に向けて、専門家の意
見も踏まえて、だれが、いつまでに何を行

ＩＴ関連施策支援

ビジョン

地域の課題解決に
向けたＩＴ活用のビ
ジョンを策定話し合う

プランを策定

ビジョン策定のため地域関
係者の協力体制を構築

見も踏まえて、だれが、 まで 何を行
うかを内容とするプランを策定

ビジョン
（絵）を描く

関係者が集い、情
報を交換することに
より、地域の課題を

有

ジョンを策定

イメージする

話し合う

地域の活性化のため関係者
の想いをマッチングする

係者の協力体制を構築

ＩＴを活用することによ
り6次産業化等地域
の活性化が図られる

お互い共有イメージする

広く関係者を召集し、「ＤＶＤ」や
「ＩＴ活用事例集」により関係者にＩ

の想いをマッチングする

の活性化が図られる
ことを認識

「ＩＴ活用事例集」により関係者にＩ
Ｔを活用することの意義・効果を
認識していただく
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農山漁村情報通信技術活用関係府省連絡会

①

地域プラン策定に係る⽀援

④
農林水産省

各府省施策に関し、
連携体制を構築

民間有識者
（有識者

意見

①

分析委員
（有識者）

分析会

報告分析 助言

地域プラン
を一般化し
て分析結果

意見交換会
④

を活 次産業

連携取組を全国へ
アナウンス

経済産業省 総務省
（有識者

地域リーダー等）
交換

② ③

連絡委員
（取組実施者）

報告分析・助言
て分析結果
を発信ＩＴを活用し６次産業

化等地域活性化の
推進に意欲的に取り
組み、プランを策定
しようとする地域で

選定地域関係者の意見や
取組内容は、分析会にて取
りまとめ

選定地域の要望等を踏まえ、助言・意見交換、専門
家の派遣

② ③う する地域
あって、農林水産省
からIT専門家の派遣

を行う地域を全国か
ら公募（３地域）

選定地域（自治体等）
ＩＴを活用した６次産業化等地域の活性化を推進するための地域プランの策定

農林漁業者 生産者 体

【地域関係者理解促進に向けての助言】 【ＩＴに知見のある専門家の派遣】

地域関係者のマッチングを図る場（意見交換会等）における農林水産省の取組

市町村 ＩＴ企業

農林漁業者
有識者
による
専門的

な意見等

生産者団体

プラン策定
意見交換会

事業者

○専門家による助言
→ 専門家等の参加によりＩＴを有効に活用して地域づくりを行う

協議体制の構築、プランの作成に専門的な立場から助言

○全国のＩＴ活用事例やＩＴ活用を支援する施策・制度の説明
→ ＩＴを経営の向上に役立てるための「気づき」
→ 各種支援策・制度の効果的な活用の説明

事業者 NPO
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直売所情報の受信直売所情報の受信

６次産業化の推進等農⼭漁村地域の活性化に向けたＩＴ活⽤イメージ 農林⽔産省

農産物市況・営農情報の提供農産物市況・営農情報の提供 ほ場の監視ほ場の監視
遠距離遠距離 場情報場情報

ITを活用した多様な連携で情報を共有・蓄積し、さらなる価値を創出→ ６次産業化等を進展 都市部

農家
農家

営農指導員

農産物市況情報
営農情報
営農支援

農産物市況 営農情報の提供農産物市況 営農情報の提供

経験・知恵の経験・知恵の
データーベース化データーベース化

ほ場の監視ほ場の監視
((鳥獣害情報の提供等鳥獣害情報の提供等))

電子地図でほ場データを管理電子地図でほ場データを管理
衛星を活用した収穫適期の提供衛星を活用した収穫適期の提供

((遠距離遠距離ほほ場情報場情報))

基地局

樹園地

マルシェ
インターネット

宅配

農家

農家

情報を蓄積・分析
AIシステム

ＩＴを活用した新商品の
開発・販路の開拓

農商工連携農商工連携

グリーンツーリズムの

樹園地

農産物加工所
畑

農 家

畜舎の監視畜舎の監視
（出産情報の提供）（出産情報の提供）

栽培履歴の記録栽培履歴の記録

植物工場植物工場
推進

農 家

田

都市への情報提供都市への情報提供

牧 場

施設栽培

CATV施設等

農 家栽培履歴の記録栽培履歴の記録

施設の管理施設の管理

CATV放送局等施設の活用

POSPOS（売上・在庫顧客情（売上・在庫顧客情
報の管理）報の管理）

観光情報の提供観光情報の提供

農業体験農業体験

食と農の現状や魅力
の発信

都市への情報提供都市への情報提供
（ＵＪＩターン支援）（ＵＪＩターン支援）

○○体験ツアー

小中学校農産物直売所
役 所

インターネットを活用しインターネットを活用し
た産地ＰＲた産地ＰＲ

ブログ

電子商取引電子商取引

報の管理）報の管理）

直売情報の提供直売情報の提供

直売
情報の提供

農業体験
情報の提供

電子タグの活用電子タグの活用

の発信

ショッピングサイトなど

交通情報の提供交通情報の提供

((道路凍結等の提供道路凍結等の提供))
選果集出荷情報選果集出荷情報

特売情報特売情報
の提供の提供

一般世帯住民

直売情報
の検索

情報の提供 電子タグの活用電子タグの活用

スーパー

電子せり電子せり

病 院

センサーによる災害の感知センサーによる災害の感知

（災害・防災情報の提供）（災害・防災情報の提供）

((道路凍結等の提供道路凍結等の提供))
選果集出荷情報選果集出荷情報

の提供の提供

種類・等級別
出荷情報

相談

指導

遠隔健康相談・健康管理遠隔健康相談・健康管理

研究開発研究開発

大 学
市場・集出荷施設
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